
 

 

令和７年度千葉県教育用訪問看護ステーション運営事業業務委託企画提案 

募集要項 

１ 目  的 

  訪問看護ステーションの看護職員の資質向上を図るために、職員育成のノウハウがある訪問看護ステ

ーションを教育用訪問看護ステーションと位置づけ、近隣地域の訪問看護ステーションの職員に対して

地域における関係者との連携・ノウハウ伝授や同行訪問による実践的な研修を行うことにより、地域の

ネットワークを構築する。 

２ 事業の概要 

（１）事業名称 

千葉県教育用訪問看護ステーション運営事業業務委託 

（２）業務内容 

本事業の受託者（以下「受託者」という。）は、前記目的を達成するため、別添「千葉県教育用訪問

看護ステーション運営事業業務委託仕様書」に記載した業務を行う。 

（３）委託期間 

契約締結の日から令和８年３月３１日まで 

（４）募集する訪問看護ステーションの数 

予算の範囲内で採択可能な数 

（５）委託金額の上限額 

１ステーションあたり ２，５００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（６）実施方法 

本事業に対する企画提案を募り、審査により予算の範囲内で、最も優れた提案をした者から順に契

約の相手方として決定し、千葉県の委託業者として実施する。 

３ 応募資格 

（１）必須要件 以下の全ての項目に該当している必要がある。 

・介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定を受けた者であること。 

・教育用訪問看護ステーションは、千葉県内に所在すること。 

・研修の指導者として、訪問看護認定看護師、在宅ケア認定看護師、地域看護専門看護師若しくは在宅

看護専門看護師、又はこれら認定看護師等と同等以上の能力が認められる者（※）がいること。 

※同等以上の能力が認められる者とは、訪問看護ステーション外の活動として研修講師等の実績がある

者等とする。 

（２）推奨要件 以下の項目に該当していることが望ましい。 

・常勤で５名以上の看護職員を雇用していること。 

・２４時間対応体制加算を請求していること。 

・在宅看取り件数が年間１０件以上であること。 



 

 

・連携医療機関が複数あること。 

・専門領域に特化した事業所でないこと。 

４ 全体スケジュール 

内  容 期    間 

公募期間 令和７年４月２３日（水）から５月１６日（金）まで 

質問受付期間 令和７年４月２３日（水）から４月３０日（水）午後５時まで 

質問への回答 令和７年５月２日（金） 

（千葉県ホームページに掲載して回答する。） 

企画提案書等提出期限 令和７年５月１６日（金）午後５時（必着） 

第１次審査（書面審査） 令和７年５月中旬（予定） 

第１次審査結果通知 令和７年５月下旬（予定）（各応募者に文書で通知する。） 

第２次審査 

（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ審査） 

令和７年５月下旬（予定） 

（日時、会場未定）※詳細は、対象者に文書で通知する。 

審査結果通知 令和７年５月下旬（予定） 

（各２次審査対象者に文書で通知する。） 

５ 応募方法等 

（１）提出書類 

  ア 企画提案書（様式１） 

  イ 提案事業者に関する調書（様式２） 

  ウ 業務処理体制に関する調書（様式３） 

エ 所要経費の積算に関する調書（様式４） 

オ 委託業務に対する考え方及び提案内容に関する調書（様式５） 

  カ 関係書類 

  （ア）定款又は規約 

（イ）前事業年度の収支決算書 

  （ウ）団体の概要を明記したもの（様式は問わない。既存のパンフレット等で可。） 

  （エ）プレゼンテーション用補足資料（任意） 

（２）提出部数 

   正本１部、副本６部（副本は複写可） 

（３）作成上の注意事項 

  ア 原則としてＡ４サイズ（縦）で統一すること。 

イ 両面印刷とし、各ページの下部にページ番号を通しで振ること。 

ただし各様式の１ページ目は奇数ページになるよう、必要に応じて空白ページを挿入して調整する



 

 

こと。 

ウ 左側に２つ穴をあけ、こより紐等で１部ずつ編冊すること。ホチキスやクリップは用いないこと。 

エ 各様式の１枚目に「様式○」「関係書類」のように様式番号等を記載したインデックスシールを貼 

付すること。 

（４）応募方法 

ア 応募書類の提出方法  持参又は郵送。ファックスや電子メールでの応募は認めない。 

  イ 応募書類の受付場所  千葉県健康福祉部医療整備課看護師確保推進室 

〒260-8667 千葉市中央区市場町１－１ 千葉県庁本庁舎１３階 

ウ 応募書類の受付時間  午前９時から午後５時まで（土・日曜日及び祝日を除く。） 

エ 応募書類の提出期限  令和７年５月１６日（金） 午後５時（必着） 

※未着、遅延等の場合は、原因の如何を問わず失格として取り扱う。郵送する場合には、十分な  

余裕をもって発送すること。 

６ 審  査 

  選定に係る審査は、審査委員会において審査基準に基づき実施する。なお、企画提案書の内容には、

企画提案者の秘密及び個人情報に関する事項が含まれていることから、審査は非公開で行う。 

（１）第１次審査 

   提出された企画提案書について、事務局で応募資格や書類形式等に係る要件の充足状況を確認する。

応募資格要件等を満たしていないと認められる場合には当該企画提案者は失格とする。審査結果は全

提案者へ文書で通知する。 

（２）第２次審査 

第１次審査を通過した企画提案者からのプレゼンテーションを審査委員会において実施し、企画提

案書の内容とともに総合的に判断し、予算の範囲内で、最も優れた提案をした者から順に千葉県の委

託業者として選定する。 

ア 開催日時 令和７年５月下旬（対象者へ別途通知する。） 

イ 開催場所 対象者へ別途通知する。 

ウ 出 席 者 １提案者あたり２名以内とする。 

エ プレゼンテーション 

・プレゼンテーション実施後、その内容について、質疑応答を行う。 

・プレゼンテーションは、提出した企画提案書等の資料のみを用いて行うものとする。 

・プレゼンテーションに参加しない場合は、審査の対象から除外する。 

オ 審査方法 下表の項目に従い審査を行い、企画提案書の内容とともに総合的に判断し、予算の範

囲内で、最も優れた提案をした者から順に千葉県の委託業者として選定する。 

 

 



 

 

評価項目 評価基準 

事業の的確さ、
有効性 

１ 事業の目的や仕様書の内容を理解した提案内容となっているか 

２ 本県の訪問看護における地域の現状や課題を理解しているか 

３ 近隣地域の訪問看護ステーション職員に対する研修内容等は適切か 

４ 地域のネットワークを構築・強化できる提案内容となっているか 

事業の実現性 

５ 目的を達成できるスケジュールとなっているか 

６ 研修を実施する経験豊富な看護職員はいるか 

７ 経費の積算根拠は適当か、算定金額は妥当か 

実績 ８ 類似の研修などの実績を有しているか 

組織の安定性 ９ 研修が実施できる体制や財務基盤があるか 

取組意欲 10 業務を受託する意欲や熱意があるか 

カ 結果通知 

第２次審査の結果については、第２次審査参加者全員に文書で通知するとともに、千葉県ホーム

ページ上で委託事業者を公表する。なお、委託事業者以外の企画提案者名の照会や審査結果に関す

る問い合わせについては、一切対応しない。 

キ その他 

   ・審査委員会は非公開とし、内容の照会等には応じない。 

・審査に関する異議には一切応じない。 

７ 質問の受付 

応募に係る質問については、次のとおり対応する。 

（１）受付期間・方法 

   令和７年４月３０日（水）午後５時までに電子メールで問い合わせること。その際、件名を「【教育

用訪問看護プロポ】質問（事業者名）」とし、本文中に質問を簡潔に記載すること。 

  ※ 件名の例：【教育用訪問看護プロポ】質問（●●訪問看護ステーション） 

  問い合わせ先：ryosei3@mz.pref.chiba.lg.jp 

（２）質問への回答 

   質問のあったすべての事項に対する回答を、令和７年５月２日（金）から千葉県ホームページにお

いて公表する。質問者に対する個別の回答は行わない。 

８ 応募者の失格   

  次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

（１）応募資格のないものが企画提案書を提出した場合 



 

 

（２）提出期限を過ぎて企画提案書が提出された場合 

（３）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（４）会社更生法等の適用を申請する等、契約履行が困難と認められるに至った場合 

（５）審査の公平性を害する行為があった場合 

（６）所要経費の積算に関する調書（様式４）の見積額に誤脱や判読しがたい数字の記載がされていると

き、又はその金額が訂正されているとき 

（７）前記各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為や提出書類の重大な記載不備

等、審査委員会が失格であると認めた場合 

９ その他の留意事項 

（１）企画提案に要する経費は、すべて応募者の負担とする。 

（２）書類提出後の企画提案等の修正又は変更は一切認めない。 

（３）提出書類の著作権は応募者に帰属する。ただし、県が本案件の報告、公表等のために必要な場合は、

提出書類の内容を無償で使用できるものとする。 

（４）提出された書類は一切返却しない。 

（５）本案件に係る行政文書の開示請求があった場合は、千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例  

第６５号）に基づき提出案件を開示する場合がある。 

（６）使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（７）契約にあたっては、地方自治法施行令第１６７条の１６及び千葉県財務規則第９９条の規定により、

受託者は契約保証金（契約金額の１００分の１０以上）を納付しなければならない。なお、契約保証

金の納付が免除される場合がある。 

（８）６（２）に規定する委託事業者の通知・公表後であっても、委託事業者について３の各号で示した

応募資格のいずれかの要件を欠くにいたった場合（従前から要件を満たしていなかったことが判明し

た場合を含む。）、その者とは契約の締結を行わない。 

（９）受託者は、受託者が行う業務の全部を一括して第三者に再委託してはならない。また、業務の一部

について第三者に再委託を行う場合は、次の各号について、あらかじめ書面で県の承認を得なければ

ならない。 

  ア 再委託の相手方の名称及び住所 

  イ 再委託を行う業務の範囲 

  ウ 再委託を行う必要性 

  エ 契約金額 

（10）本要項に定めるもののほか、必要な事項は契約で定める。 

１０ 提出先・問い合わせ先 

   〒260-8667 千葉市中央区市場町１－１（千葉県庁本庁舎１３階） 

  千葉県健康福祉部医療整備課 看護師確保推進室 担当：岡田 



 

 

TEL 043(223)3885  FAX 043(221)7379 

電子メール ryosei3@mz.pref.chiba.lg.jp  


